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石 井 健 司

1.は じ め に

1996年以降の世界的な半導体不況下で主要生産国が深刻な業績悪化に陥 り低

迷に苦 しむ中,台 湾半導体産業は好調な生産を続け世界市場で確固とした地位

を築きつつある。台湾半導体産業の世界シェアは現在4%程 度であり世界第5

図1世 界の半導体市場規模(地 域別)
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位 の生産国で あるが,IDCの 予測 では2000年 に韓国 を抜 き去 り世界第4位 に

躍 り出 る との見通 しもある。

世界 シェア40%前 後 のアメ リカや 日本 と比較す る とまだ まだ規模 も小 さい台

湾 が,現 在特 に注 目を集め ているのは,そ の高い成長性 とそ こか ら導か れる将

来へ の可能性 であ る。

そ こで,本 稿 にお いては,台 湾半導体産 業の発展過程 お よびそ の産業構造 を

分析 し,好 調 な発展 を続 けているその背景 と要因 を明 らか にす る と共 に,世 界

市場 の激変 とい う厳 しい環境変化 の中で次へ の新 た な戦略 を摸 索 しつつ再編 と

変革 を進め る最近の動 向 を考察 し,同 国半導体産 業の今後 を展 望す る。

ll.台 湾半導体産業の発展過程 と産業構造の特徴

1.台 湾 の半 導体 産 業 の発 展 過 程

台 湾 の半 導 体 産 業 の起 源 は1966年 米 ジ ェ ネ ラル ・イ ンス ッル メ ンッ社 が トラ

ン ジス タ工 場 の 高 雄 電子 公 司 を設 立 した こ と にあ るが,実 質 的 な産 業 形 成 の ス

ター トは70年 代 に入 っ てか らで あ り,75年10月 に始 ま っ た第 一期 電 子 工 業研 究

発 展 計 画 に基 づ く。 以 後,電 子 工 業研 究 発 展 計 画 は四期 に わた り継 続 され,台

湾 半 導 体 産 業 は同計 画 を軸 に発 展 の ス テ ップ を刻 んで きた とい え る1)。

同計 画 の も と主 に半 導 体 産 業 の立 ち上 げ を主 導 した の は,74年9月 に政 府 直

属 の工 業 技 術 研 究 院(lndustrialTechnologyResearchInstitute:ITRI)の

下 に設 立 され た電 子 工 業研 究 発 展 セ ン ター(後 の電 子 工 業研 究 所/Electronics

ResearchandServiceOrganization:ERSO)で あ る。ERSOは,第 一 期 電

子 工 業 研 究 発 展 計 画 下 に お い て,ま ず 米 国RCA社 との提i携 に よ りICの 設

計 ・製 造 技 術 の研 究 開発 に着 手 。77年 に はICモ デ ル工 場(パ イ ロ ッ トプ ラ ン

ト)を 完 成 させ た 。

そ の後,80年 に政府(国 営交 通銀 行 な ど)40%,民 間(民 間 メ ー カー5社)

60%の 出 資 で半 官 半 民 の 聯 華 電 子 股 傍 有 限公 司(UMC)2)が 設 立 。UMCは

ERSOか らの ス ピ ンオ フ企 業 第1号 で あ り,こ のUMCの 成 功 に触 発 され る
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形 でERSO技 術 者 の 自発 的 ス ピ ンオ フ に よ る起 業 が始 ま っ た。

83年,次 期 超 大 型 集積 回 路(VLSI)技 術 確 立 の ため のVLSIプ ロ ジ ェ

ク ト開始 。 さ らに,87年2月 に はERSOの 技 術 者 が ス ピ ンオ フ し3),政 府 民

間共 同 出資 でVLSI生 産 を行 うフ ァ ン ドリー専 業 企 業 と して 台 湾積 禮 電 路 製

造(TSMC)4)が 設 立 され,88年 末 まで に生 産 を 開始 。 そ れ に牽 引 され る形

で 設 計 専 業 の フ ァブ レス メ ー カ ーが 次 々 に設 立 され た5)。

80年 代 末 には,財 閥 グル ー プ の華 隆微 電 子(HMC,87年 設 立)や 華 邦 電 子

(WEC,87年 設 立),宏 碁 電脳(エ イサ ー一)と 米 テ キ サ ス ・イ ンス ツ ル メ ン ツ

(TI)の 合 弁 会社 徳 碁 半 導 体(90年 設 立)な ど も設立,生 産 を開始 。87年 か ら

91年 の 問 に6社 の民 間 半 導 体 メ ー カ ーが 工 場 建 設 や生 産 能力 増 強 に乗 り出 した。

ERSOは,90年 か ら5力 年計 画 で 「サ ブ ミク ロ ン メモ リー製 造 プ ロ セ ス技

術 開発 プ ロ ジ ェ ク ト」(8イ ンチ ウ ェハ ー量 産 技 術 ・線 幅0.35ミ ク ロ ン加 工 技

術 の 開発)を 開始 。UMC,TSMCと 同技 術 の 共 同 開発 を実 施 。94年7月U

MC,TSMCに 次 ぐス ピ ン オ フ企 業 と して 世 界 先 進 積 体 電 路(VanguardIn-

ternationalSemiconductorCorporation:VISC)6)が 設 立 。VISCは 同 プ

ロジ ェ ク ト成 果 を引 き継 ぎ96年 に 同量 産 技 術 の 開発 に成 功 した。

図2台 湾半導体産業の生産額
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また,ERSOは,95年 か ら4年 間の計画 で 「デ ィー一一・プサ ブ ミクロ ン ・プロ

ジ ェク ト」(12イ ンチ ウェハー量産技術 ・線 幅0.18-0.25ミ クロ ンプロセス技

術 の開発)に 着手 。製造 設備 の開発 には,89年 に設立 され主 に基礎研 究 を行 っ

て きた国家科学委 員会傘 下の国家 毫微 米元件実験室(国 家 ナ ノデバ イス研 究所

:NDL)が 協力 す る格好 で参加 して いる。

この ように,台 湾半導体産 業 は70年 代 半 ばにス ター トし80年 代 を通 じて成 立,

90年 代 に本格 的 に発展 して きた とい えるが,95年 以降 の半導体生産額 の推 移 は,

図2に 示す通 りであ り,世 界 的 な半導体不 況 の中で も順調 に生産 を伸 ば してい

る姿が明 らかであ る。

2.台 湾半導体産業 の発展形 態 と産 業構 造

続 いて,以 上 の ような過程 を経 て成立 ・発展 して きた台湾半導体産 業の発展

形態 お よび形成 された産業構造 を分析 す る とともにそ の特徴 をみてい きたい。

① 台湾半導体 産業 の発展形態 とその特徴

台湾半導体 産業 は,そ の発展過程 か らも明 らか な ように民 間企業 が 自立 的 に

発展 して きた とい うよ りも,全 面 的 に政府指 導で産業の育成が 図 られて きた と

い える。台湾 は80年 代 以 降パ ソコン産業 において も世界有数 の生産 国 として急

成長 して きたが,産 業 の発展過程 において政府 の コ ミッ トメ ン トが比較 的小 さ

か ったパ ソコ ン業界 に比べ て,半 導体産業 の場合 は政府 の コ ミッ トメ ン トが非

常 に大 きか った ことが特徴 的であ る。

政府 の半導体 産業へ の支援 は,① 産業 の発展育成 基盤 と して のイ ンフラ整備,

特 にサ イエ ンス ・パ ークの建設 と産業集積 の促進,② 税 制 な どの各種優 遇措置

の供与,③ 政府R&D機 関 に よる研 究 開発 の促進 と民 間へ の積極 的 な移転,な

ど多岐 にわた ってい る。

まず,サ イエ ンス ・パ ークの建設 と産業集積 の促進 は同支援 策 の中で も中心

的な政策 であ る。サ イエ ンス ・パ ークの建設 は半導体 に限 らずハ イテク産業育

成 の た め に積 極 的 に 推 進 され て きた が,中 で もHISP(TheHsinchu
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Science-basedindustrialPark:新 竹科 学工業 園 区)7)は 半 導体産業 育成支援 の

中心 的役割 を担 い,実 質的 に台湾半導体産業 の産業集積基 …盤となって発展 を牽

引 して きた とい える。

そ して,こ のHISPを 通 じて法人税 の減税,設 備投資 のため の中長期低 利

融資 の提供 な ど,手 厚 い各種優 遇措置 も供与 され,投 資促 進,企 業進出 を推進

し,さ らに減価償却 などの面 での政府 イ ンセ ンテ ィヴも提供 されてい る。 また,

ITRIの 傘下 にベ ンチ ャー ・キ ャピタルが設立 され,将 来性 の ある有望 な企

業 に資金提供 を行 う とともに,ハ イテク企業 に投 資 した個 人投資家 が減税措 置

を受 け られる制度 も設 け られ,ベ ンチ ャー企業 の参入 ・成長 が活発化 す る環境

の整備 もな されてい る。

また,政 府R&D機 関 に よる研 究 開発 の促進 と民 間へ の積 極的 な移転 とい う

側面で は,HSIP内 に国立清 華大学,交 通大学 お よびITRIが 設置 され,

これ らの機 関が特 に半 導体 の研 究開発,技 術 開発 の推進 において 中心的 な役 割

を担い産業発展 の源泉 とな って機 能 して きた。 国立清華大学 な ど大 学 と政府 直

属 の研 究機 関であ るITRIが 基礎 研 究 と応用研 究 を分担 し,そ の研 究成 果 を

民 間に移転す る とい う形 で,ま さに産官学一体 となった技術 開発体制 を確立 し

半導体産業 を発展 させ て きたのであ る。 その 中で も半導体 の研究 開発 を主導 し

て きたの はITRIの 中に設立 されたERSOで あ り,ERSOの 開発 した技

術 を民 間へ移転す る形 で民 間セ クターの育成 をはか り産業 の発展 を推進 して き

たのであ る。 この ような仕組 み は 「ス ピンアウ ト方式」 と呼 ばれている。

政府主導で行 った研究 開発 の成果 で ある技術 を官民共 同出資会社 の設立 の形

で民 間に移転 して企業化 した り,ま た,開 発 した技術 をその技術者 ご とス ピ ン

アウ トさせ,そ れ らの技術者が主体 となって専門分 野 に特化 した中小 のベ ンチ

ャー企 業 を起 こす な ど,ス ピ ンアウ ト方式 に よる技 術 開発 ・技術移転 によって

台湾半導体 産業が急成長 して きたのであ る。台湾半導体企業 の代表格 であ るT

SMCやUMCは まさに この方式 によって設立 された企業 であ り,今 や世界 最

大規模 の フ ァン ドリーメーカー とな り実 質的 に台湾半導体産業 を牽引 してい る。
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表1半 導体産業への主な優遇税制

増設(一 般投資)時

自動化生産設備,公 害防止,

研 究 開発,人 材 育 成等 へ の

投資 時

営業 開始 か ら2年 以 内 に会社 設立 の 申請 をす

る と,そ の後5年 間 は無税 。

増 設 した設 備 の作 業 開始 日か ら5年 間 に わ

たっ て,そ の 間増 加 した所 得 にか か る税負 担

を免 除。

投資 額 の5～20%相 当額 を課税 所得 か ら控 除

可 能(た だ し,控 除額 は所 得 税額 の50%を 限

度 と し,5年 間有効)

(出所)「国 際分 業 化 が 進 む なか で 明 暗 別 れ る韓 国 ・台 湾 の半 導 体 企 業 」『調 査 月報 』1988

(33),4ペ ー ジ。

上述の ように台湾 においては政府 が半 導体 産業の主導役 となったが,そ の半

面,外 資 の役割 は非常 に限定 的かつ ウェイ トの小 さな存在 であった。HSIP

を中心 としたサ イエ ンス ・パ ー クが外資 誘致の受 け皿 になったが,外 国企業 は

台湾 を主 に委託生産先 と位置づ けるに とどま り,台 湾政府 や地場企業 との共同

出資会社へ の出資参加 とい う形 での投資 はあ る ものの,生 産工場 その もの を設

立 し本格 的な生 産拠点 として進 出す る企 業 はご く少数 であ った とい える8)。

② 台湾半導体 産業 の構 造 とその特徴

台湾半導体産業 の構造 として特徴 的 なのは,ま ず,設 計,製 造工程,パ ッケー

ジ ング,検 査 な どの製 造 プ「ロセス別 に徹 底 した分業が構築 されてい る ことであ

り9),さ らに これ らの分 業化 され た各製造 プ ロセス に専業化 してい る企業 が多

い ことである。 日本 や韓 国の半 導体 メーカーは設計か ら組立 までの一貫生 産 を

行 う垂直統合型 の企業 であ るの に対 し,台 湾 の半導体産業 は,各 製造 プロセス

別 に独立 した専業 メー カー として活躍 してい るのである(産 業 内の分業構造 は

図3に 示 す通 り)。

90年 代初 め まで はこれ らの各 製造 プロセス の中でパ ッケー ジング(組 立 業)



台湾半導体産業の特徴と最近の動向9

の割合が最 も高 か ったが,そ の後,製 造工程 のウェ イ トが上昇 し,93年 以降 は

製造工程 の割合が最 も高 い。90年 代 半 ば以降 は売上高全体 の5割 以上 を占め,

製造工程 部 門が半導体産業全体 を牽引 してい るゆ。

そ して,台 湾半導体産業 の構造 の もう一つ の特徴 は,こ の製造部 門の 中で も,

図3台 湾半導体製造工程別企業数(98年)
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工業団地

(注)1998年 末時 点 の企 業 数。 カ ッコ 内は97年 末 の企業 数 。

(出所)「 検 証 ア ジア 半導 体産 業 の実 力 飛躍 す る台 湾 動 き 出 した 中国 」
『ジェ トロセ ンサ ー』1999 .8,12ペ ー ジ

表2台 湾半導体業界の構造

半 導体 メ ー カ ー 主な事業内容 主な企業名

フ ァ ン ド リ ー一 メ ー

カ ー
フ ァ ン ドリー事 業

TSMC,UMC,WinbondElec-

troniCS

DRAMメ ー カ ー DRAMのOEM生 産

ASMI,VanguardInterna-

tional,PSC,MoselVitelic,

NanYaTechnology

そ の他 メ ー カ ー
そ の 他 メ モ リー の 一 貫

生 産
Macronics

(出所)「国 際分 業化 が 進 む なかで 明 暗別 れ る韓 国 ・台湾 の半 導体 企 業」 『調査 月報』1988

(33),5ペ ー ジ。
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主 に受託 生産 だけ を行 うファン ドリー メー カーの割合 が非常 に高 い ことであ る。

先 に見 た ように,87年 に ファン ドリー専業企 業 として設立 されたTMSCは 今

や世界 最大 規模 の フ ァン ドリー企 業 とな ったが,半 導体 産業 の 中で フ ァン ド

リーの売上 は,製 造工程 の6割,産 業全体 の3～4割 に まで上 っている11)。

フ ァン ドリーメーカーは主 にロジ ックの受託 生産 を行 っているが,同 様 に受

託生産 とい う形態 で生産部 門 に特化 す る企業 には,中 長期 的契約 に基づ き特定

メー カーか ら受注す るOEM事 業 を主体 としてDRAMのOEM生 産 を手掛 け

る 「DRAM-OEMメ ーカー」 も存在 し,こ のDRAM-OEMメ ー カーの

割合 も非 常 に高 い。 なお,台 湾半導体 産業界 の企 業構 成 は表2に 示す通 りであ

る。

この ように専業企業 に分業化 された台湾半 導体 産業で はあるが,産 業全体 と

してみ る と分 業化 されたそれぞれのセ クター同士 が有機的 に結合 し機能 す るこ

とによって高 い国際競争力 を形成 してい るのであ る。 また,こ の ような分業体

制 による産業構造 は,ベ ンチ ャー企業 で も容 易 に新 規参入 で きる環境 を提供 し,

ベ ンチ ャー企 業 の活発 な参入 によ り半導体産 業の ダイナ ミズ ムの源泉 にな って

い る。

3.台 湾 半導体産業発展 の要 因

この よ うに,台 湾半 導体 産業 は,徹 底 した分 業体 制の もとに特 に ファン ドリー

に特化 し,さ らに政府主導 で積極 的 な支援 を受 けて きた ことが高 い競争力 につ

なが り急成長 を遂 げて きた とい えるが,こ の ような特徴 は,従 来 か らの台湾 の

産業基 盤の上 に半導体産業 を育成 し,さ らに競 争 の激 しい世界市場 で競争力 を

高めつつ発展 を続 ける とい う要請 に対 して とった戦略的 な対応 と捉 える こと も

で きる。

産 業 の育成,成 立 を考 え る上 で重 要 な視 点 は,「 技 術」 と 「資金」 とい う側

面 であ り,ま た,競 争 の激 しい世界 の半導体 産業 の 中で競 争力 を維持 しつつ発

展 してい くため には,「 技術 」 と 「コス ト」 の2つ の面が重 要で あ ろ う。以下

におい ては,こ れ らの側面 と上述 の台湾半導体 産業 の構 造 とそ の特徴 との関係
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につ い てみ てい きた い 。

① 半導体 産業の形成期

まず,台 湾半導体 産業 の形成,育 成期 におい て政府主導 で産業育成が 図 られ

た理 由 は,半 導体 産業 とい う産業 の特殊性 と台湾の産業基盤 に依 る ところが大

きい とい える。半導体 産業 は,特 に高 い技術 力 と大規模 な投資が必要 な産 業で

あ り,低 い レベ ルの技術 か ら,ま た中小 の規模 の投 資,生 産 か ら徐 々 に成 長 し

発展 してい くとい う方式 では参入が 困難 な産業 であ る。

一般 に台湾産業 は中小 企業型 と呼 ばれ るが
,中 小 の地場企業 が この ような性

格 を持 つ半導体 産業 に参入す るには,技 術力,資 金力 ともにあ ま りに も不 十分

であった とい える。台湾企業 は相対 的 に企業規模 が小 さ く,半 導体生産 に必 要

な多額 の初期投 資資金 を調達す るのは困難 であ ったので ある。 さらに,上 述 の

通 り,半 導体産 業 にお いては他 の組立産業 よ りも外 資の本格 的な誘致が 困難 で

あ った こと も挙 げ られ る。 この ような状況 下で半導体産業 を育成,成 立 させ て

い くため には,必 然 的 に政府 が主導役 とな って 「技術」 「資 金」 を支援二し肩代

わ りしてい くとい う戦略 を採 らざる を得 なか った とい える。

また,各 企業 が製造 プロセ ス別 に特化 し徹底 した分業体 制 を構i築した こと も

技術 と資金 とい う2つ の面か らの台湾企業 の戦 略の一つ とい え よう。一・つ の企

業が設計 か ら製造,検 査 まで を一貫 して行 うには,一 貫 した高 い技術 力 と一貫

した製造 プロセス を作 り上 げるため の巨額 の資金 が必要で あるが,こ れ を一企

業が行 うこ とも台湾企 業 に とっては非常 に困難 であ る。 したが って,徹 底 した

分業体制 を構築 し,そ れぞれ の製造 プロセス ご とに専業化 し中で も特 に生産部

門 に特化す るこ とで初期投 資負 担 を限定す ると ともに,必 要 な技術 力 を特定 す

る ことで市場参入 が可 能 になった と考 え られる。

② 半導体産業 の発展期

上述 した点 は,半 導体 産業 の形成,育 成過程 についてのみ に言 える ことでは

な く,競 争 の激 しい世界 の半導体産業 の中で競争力 を高め なが ら発 展 を続 ける
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過程 にお いて も重要 な役割 を果 た してい る といえる。

半導体 は製 品周期が非常 に短 く常 に新 たな次世代 製 品 を開発 ・製造 し続 けな

けれ ばな らない とい う側面 を持 ち,さ らに新 たな世代 ほ ど必要 な投資資金 が巨

額 になってい くとい う性格 を持 つ。その意味で は,新 技術 の開発 と巨額 の投 資

負担 につい て政府 の強力 な支援 を得 られ る ことは発展 を支 える大 きな要因 とな

ってい るので ある。 さらに,技 術面 において も,政 府主導 の技術 開発 の成 果 を

民 間 にス ピンア ウ トす る方式 は,半 導体企 業 の新技術 開発 と技術面 での持続 的

な優位確 保 に非常 に有利 であ る。

また,生 産部 門特化 とい う意 味で は,台 湾半導体企業 は受託生産 に特化 す る

一 方で
,欧 米企業 との提携 を積極 的 に推 進 し,最 新情報や技術供与 を受 けるこ

とで技術 の早期 習得が可能 とな る とい う側 面 もある。

さ らに,半 導体 の研 究 開発 には巨額 の費用 が必要で あるが,政 府 が研究 開発

を行 うことで その費用 や リス クを軽減 で きる。 これ は,資 金面 で投資負担 を軽
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減で きる とい う側面 とと もに,製 品 コス トに大 き く影響す る研 究 開発 コス トを

削減 で きる とい うメ リッ トをも意味 してい る。 またフ ァブ レスメーカーか らの

受託生産 に特化 す るフ ァン ドリーは,投 資負担 を発 注 メーカー と分担 しつつ,

多額 の開発 ・営 業経 費 を抑制す るこ とがで き,そ れ に よって も大幅 に コス トを

削減す るこ とがで きる。 いず れ に して もコス ト負 担が大幅 に軽減 され,コ ス ト

競争力 とい う面 で も大い に有利 となるわけであ る。加 えて,減 価償却 な ど税制

面 を含 めた政府 の優 遇措置が供与 されてお り,利 益確保 お よび コス ト競争力 を

支 えてい る とい える。

また,徹 底 した分 業体制 の構築 は,競 争原理 によるコス ト削減効果が期待 で

きる とと もに,同 一部品 の量産 による効率化,専 門化 に よる技 術水準 の向上,

受注へ の柔軟 な対応 な どのメ リ ッ トもあ る。

99年3月 時点 の64メ ガDRAMの 生産 コス トは,日 本 の7割,韓 国の8割 程

度 と低 く,80mm2チ ップサ イズ で比較 す る と,1チ ップあ た りの固定 費負担 は,

日本 が32%,韓 国が25%,台 湾が20%で 製 品単位 の生産 コス トは東 ア ジァで最

低 となってお り,受 託生産 に特化す る台湾 の東 アジアにお ける競争力 が際だ っ

てい る(図4参 照)12)。

さ らに,フ ァン ドリーの最大手企業 の売上 高純利益 率 につ いては,97年 時点

でTSMCは40.8%,UMCは38.4%に 上 り,利 益 面で も日本企業 な どを凌駕

してい る13)。

③外 的要因

これ まで,台 湾半 導体産業 にお ける分業体制 の構 築 と生産部 門特化 について

台湾産業 の内的要因か らみ て きたが,生 産部 門特化 と受託生産が急拡大 した要

因 について は外 的側 面 も大 き く影響 してい る。 まず第1に,米 国 を中心 に製造

部 門 を持 たず に開発 設計 だけを行 うファブ レス メー カーが新 たに出現 し始 め,

特 に80年 代後半 以降急増 した ことである。米 国の フ ァブ レス メーカーは87年 の

40社 か ら97年 には177社 に急増 してい る。

さ らに,第2の 要因 と しては,半 導体 の中で もDRAM市 況 は不安定 で しば
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しば業績悪化 や収益 の伸 び悩 み に直面す る上 に巨額 の設備投資負 担の重 さに も

耐 えかねた 日米欧 の大手半導体企業が,90年 代 に入 って自 らは高度 な製 品分野

へ特化 ・移行 す る一方,低 付 加価 値生産 をOEM生 産 の形で外 部委託 し始 めた

ことであ る。

いずれ に して も,先 進企業 か らの生産委託 ニーズの高 ま りとい う外 的要 因 に

呼応 す る形 で台湾 の受託生産が拡大 して きた とい う側面 は見逃 せ ない。

また,台 湾 半導体 産業 を育成発 展 させ るに当た って,米 国へ の留学生 を中心

と して技術者 の帰 国 を促 進 し,彼 らに よる起業増加が顕著 となったが,帰 国技

術者 間の人的 なつ なが りが強 い仲 間意識 を生 み,事 業 の共 同化 に好影響 をもた
ち

ら してい る上 に,米 国企 業 との人脈や情報 のネ ッ トワークの存在 が米 国の最新

情報 の入手 や米 国 フ ァブ レス企業 との提携 関係 などに大 い に役 立 っている とい

う面 もあ る。

皿.台 湾半導体産業の最近の動向

世界 の半 導体市 況 は,96年 以 降それ までの好 況か ら一転 して不況が深刻化 し,

99年 において も市 況好転 の予想 はある ものの回復 は不 透明 な状 況で ある14)。特

に,DRAMは95年 以降 の供 給過剰構造 によ り価 格が暴 落 し15),市 場規模 も大

幅 に縮小 してい る(図5参 照)。

この ような世界 的不況 に も関わ らず 台湾半導体 産業 は堅調 に推移 してい るも

のの,世 界 の半導体 産業 は激変 しつつ あ り,台 湾半導体 産業 も厳 しい環境変化

とその影響 を被 り産業再編 な ど大 きな変革 を遂 げつつ ある。

1.世 界 的 な半導体 不況下 の台湾半導体産 業

ここで は,ま ず台湾半導体産業 が世界 的 な不 況 に も関わ らず堅調 な発展 を遂

げてい る背 景 とその要 因につ いて詳 しくみてい きたい。

堅調 な発展 を可能 に して きた要 因については,総 じて上述 した台湾半導体産

業 の特殊 な発展 過程 とその構造 か ら もた らされた もの と考 え られるが,具 体 的
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図5世 界のDRAM市 場規模
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には,① 台湾半導体 産業 においては受注生 産 に特化 した分業体制 を とってい る

こと,② ロジ ックを中心 にDRAMま で幅広 い品種 の半導体 を生産 してい るこ

と,③ 外的要 因 と して台湾半導体 産業 を取 り巻 く環境 の変化,④ 半導体 メー カー

自身の企業 努力,を 挙 げる ことが で きる。

まず,台 湾半 導体 産業 においては,上 述 した通 り徹 底 した分業体制,中 で も

受注生 産 に特化 した分業体制 を とってい るこ とで ある。分業生産 を行 ってい る

こ とは,一 貫生産 の場合 と比較 して,好 況期 にお いては利益 が限 られ る とい う

若干の デメ リッ トはある ものの,不 況期 におい ては リス クが分散 ・軽 減 され,

総 じて好不 況の影響が平準化 され る16)。したが って,96年 以 降の半導体不況下

において一貫生産の事業 リス クを全 て被 り不 況 に喘 ぐ韓 国に比べ て不況 の リス

クを軽 減で きた とい える。

次 に,台 湾 の場合 は,個 別 の企業 ご とに差 はある ものの産業全体 でみ る とロ

ジ ックを中心 と しなが らDRAMま で幅広 い品種 の半導体 を受注 生産 してお り,
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不況 の 中で特 に落 ち込み の激 しか ったDRAMの 負担 をカバ ーす る ことが で き

た と考 え られ る17)。ロジ ックの生産 は カス タム品主体 であ り,不 況下 で も大幅

な価 格低 下 に見舞 われなかったため,ロ ジ ックの受注 生産 を行 うファン ドリー

メー カーの業績 は好調で,DRAMの 落 ち込 み をカバ ーす るだけで な く成長 の

原動 力 ともなっている。

さらに,こ れ らの内的要 因に加 え台湾半導体 産業 を取 り巻 く外 的要 因 と して

の環境 変化 に牽引 された ことも大 きい。 まず,半 導体不 況 の深刻化 を受 けて 日

本 の大手 メーカーが相次 ぐ事業見直 しを始 め,自 らはシステムLSIな ど新分

野 にシフ トす る一方 で,伝 統 的 なDRAM製 品 を台湾 に生産委託す る傾 向 を強

めてい るこ とで あ り,さ らに,米 国 を中心 にフ ァブ レスメーカーの活動が活発

化 したこ とであ る。 この ような動 向はそれ以前 か らもあったが,特 に半導体不

況 と世界 的 な産業再編の 中で よ り一層本格化 し,そ れが台湾半導体 の追 い風 に

な った とい える。

台湾半導体 産業 は,総 じて これ らの要因 に よ り世界 的な半導体不況 に も関わ

らず堅調 に推 移 して きた といえ るが,台 湾 メー カーの好調 さの源泉 は,こ れ ら

の内的 ・外 的要 因に加 えて税制優i遇や技術 支援,人 件 費 の安 さな どの単 な る環

境 や条件 の恩 恵 に浴 しているか らでは な く,メ ーカー 自身の コス ト削減 や納期

短縮へ の さ らなる企 業努力 と明確 な ビジネスモデ ルの追求,マ ネジメ ン ト能力

の高 さな どに よる ところが大 きい こ とは言 うまで もない。

例 えばTSMCは 生産効率 を重視 し1工 場 で生産 す る製 品種 を約400種 に限

定 し,さ らに 自動化 を必要最小 限 に抑 えて生産体制 をその時 々の優先度 に応 じ

て変 更。その結果,平 均納期 を 日本 メv・一一・カー よ りも約3割 短縮。資金調達面 で

も台湾 に続 き97年 に米国 ニュー ヨー ク市場 に上場,リ スク分散 を進 めてい る18)。

台湾 メー カーの コス ト競争力 の高 さは先 に見 た通 りで あるが,こ れにつ いて

も単 に研究 開発 費 な どの 固定費負担 の削減 や税 制面 での優i遇措 置 に よって もた

らされた もので はな く,企 業 自らの コス ト削減努 力 な ど徹底 した利益 重視 の経

営 によって達 成 された もの とい える。
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2.台 湾半導体産 業 を取 り巻 く環境変化

この ように世界 的な不況 下 において も順調 に発 展 して きてい る台湾半 導体 産

業 であるが,世 界 の半導体 産業 の激変 は,台 湾半導体産業 を取 り巻 く環境 変化

となって現 れて きてい る。

台湾半導体産業 を取 り巻 く環境 変化 とい う意味 では,こ れ まで台湾の ほぼ独

占状態 だった ファン ドリー市場へ の韓国 ・日本 メー カーの新規参 入 によ り受注

競 争が激化 して きている ことであ る。

半導体 不 況 の 中でDRAM市 況 の低迷 に苦 しむ韓 国や 日本 のDRAMメ ー

カーはDRAM生 産 を削減 し,そ の余剰 設備 を利用 して受注生 産 を始め た。 さ

らに,日 本 や韓 国の半導体 メー カー はそのほ とん どが一貫生産 を行 ってい るが,

半導体 の高性能化 に伴 う莫大 な投 資負担 と必要 な技術 レベ ルの高 さが ネ ック と

な って将 来 にわ た っての半導体 事業 が一 段 と困難 にな る こ とが予 想 される上

に19),半 導体不況 による業績悪化 が重 な り,一 部 の品種 もしくは場合 に よって

は品種 全体 の一貫生 産 を断念 し,設 計 や製 造 に特 化 す る方 向へ 転換 す るメー

カーが出現 している。例 えば,97年 末以降 日本 の中堅半導体 メー カーの 日鉄 セ

ミコンダク ター と沖電気工 業 は事 業 リス トラの一貫 と してDRAM生 産 か らの

縮小 撤退 とあわせ て ロジ ックを主 とす る ファン ドリー事業へ の本格参 入 を表明

してい る20)。

これ らを背景 と した 日本 ・韓 国 メーカーの参入や ファン ドリーの成長性 に注

目 した メー カー な どの新 規 参 入,さ らに は台 湾 国内 のDRAM-OEMメ ー

カーの ファン ドリー事業へ の進 出 な どファン ドリー市場へ の参 入が相次 いでお

り,そ の結果,受 注価 格が暴落 し,TSMCやUMCな ど台湾 フ ァン ドリーメー

カーの収益 悪化 の原 因 となってい る。TSMCの 当期利益 は96年 ピー ク時か ら

97年 初め にかけて半減 。 また,UMCは95年 ピーク時 か ら96年 半 ば には25%に

激減,98年 にかけて急速 に回復 した もののそ の後再 び大幅 に減少 してお り,非

常 に不安定 な推移 を示 してい る21)。
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3.台 湾半導体産業の再編と変革

進展する世界的な半導体産業の再編過程の中で,こ のような環境変化 とその

影響を被 りつつ台湾半導体産業 もまた様々な再編と変革を遂げつつある。

まず 第1に,先 に も少 し触 れ た が,台 湾 のDRAM-OEMメ ー カー の 問 で,

ロ ジ ッ クの受 託 生 産 に取 り組 む動 きが相 次 い で い る こ とで あ る22)。 台 湾 の受 託

生 産 メ ー カ ー に は,ロ ジ ッ クの受 託 生 産 を行 う 「フ ァ ン ドリー メ ー カー」 とD

RAMのOEM受 託 生 産 を行 う 「DRAM-OEMメ ー カ ー」 が あ る こ とは先

に見 た 通 りで あ る。DRAM-OEMメ ー カ ー は96年 以 降 の半 導 体 不 況 の 影響

で 業 績 が 低 迷 し98年 に は赤 字 に転 落 したの に対 し,フ ァ ン ドリー メ ー カ ーの 業

績 は不 況 時 に あ っ て も好 調 で,明 暗 を分 け た格 好 に な っ て い る。 そ の た め,業

績 悪 化 に陥 っ て い るDRAM--OEMメ ー カ ーが,業 績 改 善 を狙 っ て好 調 な ロ

ジ ックの 受 託 生 産 に進 出 しよ う と して い る もの と考 え られ る。

しか し,DRAM-OEMメ ー カー の ロ ジ ック受 託 生 産 は,生 産 設 備 や 製 造

ノ ウハ ウ の違 い,販 売 体 制 の構 築 の必 要性 な ど困 難 な面 も多 い上 に,フ ァン ド

リー メ ー カ ー に とっ て競 争 激 化 の 要 因 と して 脅 威 で あ る こ とか ら,フ ァ ブ レス

メー カ ー との 結 びつ き強化 や フ ァ ブ レス メー カ ーの 囲 い込 み な どの動 き もあ り,

さ らな る進 展 につ い て は不 透 明 で あ る。

次 に フ ァブ レス メ ー カー の急 増 と域 内 にお け る一 貫 生 産 体 制 の確 立 で あ る。

従 来 は台 湾 フ ァ ン ドリー メ ー カー は主 に米 国 シ リ コ ンバ レー の フ ァブ レス メー

カ ーか らの受 託 生 産 を行 う とい う構 図 が 一般 的 で あ っ たが,台 湾 国 内 で の フ ァ

ブ レス メ ー カ ー の設 立 が相 次 い で い るの で あ る。

ITRIに よる と(図3参 照),半 導 体 設 計 会 社 は98年 末 時 点 で115社 で あ り

97年 か らの1年 間 で34社 が 新 規 参 入 。 生 産 額 は469億 台 湾 ドル で前 年 比29.2%

増 と半 導 体 産 業 全 体 の2倍 の成 長 率 を示 して い る。

さ らに,94年 時 点 で の企 業 数 は,設 計72社,製 造20社,組 立23社 で あ り,そ

れ と比 較 す る と一 層 そ の急 増 ぶ りが 明 らか で あ る。 設 計 会社 は,94年 か ら97年

の3年 間で9社 増 加 した に過 ぎず,97年 か らの1年 間で34社 の増 加 が い か に急
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激 な変化 であ るかが伺 える。 また,製 造会社数 は94年 以降全 く変化 がないが,

これは この1年 間の変化が いか に開発設計部 門に偏 った ものであ るか を物語 っ

ている とも言 える。

ファブ レス メー カーか らの受注量 の拡大 に よって ファン ドリー メー カーは生

産 を伸 ば して きたが,フ ァン ドリーの発展 が さらに ファブ レスメー カーの事 業

拡大 と発展 につ なが る とい う好循環 を生 み,フ ァブ レスメー カーの増加 となっ

て現 れて きた もの とい える。台湾 ファン ドリーの好調 さが ファブ レス メーカー

の誕生 を促 してい るのであ り,TSMCは フ ァブ レス メーカーの生 みの親 とも

称 されてい るほ どであ る。

また,設 計 会社 だけで な くマ ス ク専業 会社 や封 止専業会社 の設立 も相次 いで

お り,90年 代 前半 にフ ァン ドリー特化 によるウェハ ー製造 だ けが突 出 してい た

半導体産業 もそのすそ野 を広 げ,域 内での一貫生産体制が整 って きてい る23)。

表3外 国企業と戦略提携の分類

提携関係

顧客/委 託企 業側 に よる技術信 頼度 の高 いTSMCと 富士通

ファン ドリーの確保 。 フ ァン ドリーに とっ(設 計仕様 をTSMCに 提示 して.

ては安定発注先 の確保 。(弱 い関係)発 注)

出資 に よる強い 関係 。(技 術 移転 は伴 わなUMXと 米 ファブ レス企業11社

い)MOSELと 独 シー メンス

資本 関係 は伴 わ ないが,強 力 な技術移転 に

よる,相 互 の受発注量 の集約 に よる価 格引

き下 げ,取 引安 定化 。

資本 関係 を もって技術 移転 を行 う関係。
ACERと 米TI

力 晶(PSC)と 三 菱 電 機

高 い技術 力 を もって外 国企 業 とク ロス ラ イ 旺 宏(MACRONIX)と フ ィ リ ッ

セ ンス し;製 品 開発 。 プス

(出所)青 山修 二 『ハ イ テ ク ・ネ ッ トワ ー ク分 業 』 白桃 書 房,1999年,69ペ ー ジ を も と

に作 成 。
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最後 に,企 業 間の戦略提携 の活発化 であ る。台湾 にお いては,技 術,資 金 と

もに政府の支援が厚 く,そ のため企業 間の関係 は受発注 をベ ース と した分業 関

係 が 中心で,戦 略提携 はそれほ ど活発 で なか った とい える。 しか し,台 湾民 間

企業 の成長 と世界 的な半導体産業 の再編過程 の 中で,変 化 の激 しい半導体市場

にお ける優位確 保 のため には何 らかの形 で国内外 企業 との戦略提携 が不 可欠 と

なって きた もの と考 え られ る。

提携 先 と しては国内企業 と外 国企 業があ るが,ま ず,外 国企業 との戦 略提携

の形 態 は表3に 示す通 りである。提携 関係 は技術 移転や共 同開発,受 注 の安 定

な ど様 々で ある。

次 に,国 内企業 同士 の戦略提携 は,主 にフ ァン ドリーメー カー を中心 に進展

してい る。上述 の受託生産 にお ける競 争激化 を受 けて新 たな戦略 の導入 に よ り

台湾国内 の産業再編 が進 みつつあ る ともい える。

台湾 ファン ドリーメー カーの新 たな戦略 は 「バ ーチ ャル ・ファブ」 コンセ プ

トに基づ く戦略提 携であ り 「フル ・ター ンキーサ ー ビス」 の提供 であ る24)。

「フル ・ター ンキーサ ー ビス」 とは,製 造部 門の受 託 だけで な く開発 設計 か

ら検査 まで幅広 い工程 にわた って受託す るサ ー ビスで,「 バ ーチ ャル ・ファブ」

は,分 業化 で工程分野別 に専 業化 した企 業 との連携 によ り,受 注 か ら納 品 まで

を一括 して請 け負 い,高 付加価値 化 に向 けて生産 とサ ー ビス を融合 して提供 す

る戦略 である。

台湾半導体産業 は,こ れ まで徹底 した分業化 によ り水平分業 型の産業構 造 の

メ リッ トを生 かす形 で発展 して きたが,同 サ ー ビス には工程分野 別 に存在 す る

企業 間の協力 や連携 が不 可欠で あ り,そ の意味 では企業 間提 携 を通 じた垂直方

向 での統合 の動 きとい える。現実 に,工 程分野別 に存在 す る専業企 業が異 なる

分野 の専業企業 と提携 す るこ とで グループ を形成 し,1つ の会社 の ように設計

か ら出荷 まで総 合的 な体 制 を構 築す る動 きも出て きてい る。 「バーチ ャル ・フ

ァブ」 コンセ プ ト自体 はTSMC董 事長 の張忠謀 が提 唱 した ものであ り,TS

MCは 既 に このバ ーチ ャル ・フ ァブ戦略 を導入 している25)。
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この戦略 のメ リ ッ トは,水 平分 業の強 みである経営 ス ピー ドとコス ト競 争力

を維持 しつ つ垂直統合 的な トータルサ ー ビスの提供 を可 能 にす るこ とと,実 際

の垂直統合型企業 にみ られ る部 門間調整や部 門間の もたれあい を回避す る こと

がで きる ことである。 この ような戦略及 びその形態 は,徹 底 した分 業が進 んで

い る台湾独 自の戦略 であ り産業 再編 形態で ある とい える。

先 に台湾域 内 におけ る一貫生 産体 制 の確 立 について触 れたが,域 内 にお いて

開発設計 か ら検査 までの一貫生 産体 制が整 って きた こと もまた この ような戦略

と産業形態 を可能 にす る動 きと捉 える ことが で きる。

1V.お わ り に

これ まで見 て きた通 り,台 湾半導体 産業 は,70年 代半 ばにス ター トし80年 代

の形成期 を経 て90年 を通 じて急 速 に発 展 し,96年 以 降の世界 的 な半導体不況下

において も堅調 に発展 を続 けている。 日本 メー カー な どが生産縮小 や投 資削減,

事業 リス トラにさらされてい るの とは対照 的 に積極 的 な投 資攻勢 を進 めている

のである。 その意味で は,台 湾半導体産業 の今後 の さ らなる発展へ の見通 しは

非常 に明 るい とい える26)。

しか し,不 安材料 が ない わけで はない。半導体産 業 は猛 烈 に変化 の激 しい産

業 であ り,い つ まで も順 調 な発 展が期待 で きるか どうか は全 く不透明で ある。

一 つは次世代へ の対応 であ る。半導体産業 において今後発 展が見込 まれる分

野 は システムLSIと 呼 ばれ る市場 である。台 湾企 業 もすで に このシステムL

SI開 発へ の取 り組み を開始 した といわれてい るが27),日 本や欧米 の主要半導

体 メー カー は生 き残 りをか けて この システムLSIの 開発 に注力 してお り,こ

れへ の対応 いか んで今 後 の台湾半導体産業 の動 向が大 き く左 右 される ことにな

ると考 えられ る。

もう一・つ は,競 争相 手 と しての東 アジア諸 国の台頭 で あ り,中 で も中国の存

在 であ る。 中国 は半導体 の一大消費地 と しての可能性が ひ らけている上 に,生

産基地 としての期待 も大 きい。TIや イ ンテル な ど米企 業 は,今 後最 も有望 な
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市 場 と して期待 され る中国へ の投 資 を積 極的 に行 ってお り,96年 以降の半導体

不 況下 において も中国へ の投資 につい ては活発 化 している。 また,中 国国内 に

お いて も上海 な ど華南 地域 には中小 のベ ンチ ャー企業 も出現 し,台 湾 フ ァン ド

リー をモ デルに独 自の ファ ン ドリー事 業の展 開 を摸索す る動 き もあ る。

今後 は,こ れ らの側面 を踏 まえなが ら台湾半導体産業 の動 向 を分析 す る とと

もに,日 本,韓 国,欧 米 の半導体 産業 の動向や それ らの国 との比較検討 も行 い,

さらに世界的 な半導体産業 の再編過程 とその ダイナ ミズム について も考察 を行

い た い 。

注

1)第 一 期:1975--79年,第 二期:76～83年,第 三期:83～88年,第 四期:88～94年 。

2)聯 華電 子 股扮 有 限 公 司(UnitedMicroelectronicsCorp.)。79年,工 業 技 術 研 究 院

/電 子 工業 研 究所 に よってHSIP内 に民 間 メー カー5社 と国営交 通銀 行 が 出資 し

て設立 され た台湾 初 の半 導体 企業 。

3)ERSOか らのス ピ ンオ フは技 術 者,オ ペ レー ター な ど144名 。

4)台 湾積 膿 電 路 製 造(TaiwanSemiconductorManufacturingC・mpany,Ltd.)。87年

2月,工 業 技術研 究 院/電 子 工業研 究所 に よって民 間資 本 との共 同 出資 で設立 。 資

本構 成 は政 府(交 通銀 行,行 政 院 開発 基 金):48.3%,オ ラ ンダ ・フ ィリ ップス社

:27.5%,地 場 民 間企 業:24.2%。 設 立 直後88年 販 売額3,300万 米 ドル,従 業員600

名 で あ ったが,97年 には従 業 員5,000人,予 想 販売 額15億 米 ドル,純 利 益5億3,500

万米 ドル の世界 最 大 の フ ァ ン ドリー メー カー に。

5)製 造 部 門 を持 たず に開発 設 計 に特 化 す る専 業企 業 は 「フ ァブ レス メー カー」,設

計 開発 部 門 を持 たず に製造 部 門 だ け に特化 しフ ァブ レス メー カ ーか らの受 託生 産 の

み を行 う専 業企 業 は 「フ ァ ン ドリー メー カー」 と呼 ばれ る。

6)資 本 金180億 台湾 ドル。資 金 構成 は政 府 経 済部33.6%,TSMC23.3%,そ の他

43.1%。 設 立 に当た って はERSOか ら最大 規模 の330人(マ ネ ジ メ ン トクラス50名,

一般技 術 者200名
,間 接 要員80名)の 関連 ス タ ッフが ス ピンオ フ。

7)1980年12月,台 北 市 の西 約70㎞ の新 竹市 郊外 に ア メ リカの シ リ コ ンバ レー を手本

と して建 設 され た知識 集約 型 ハ イテ ク産業 育 成 の ため のサ イエ ンス ・パ ー ク。 高雄,

台 中 な どの輸 出加工 区 と違 って,コ ン ピュー タ,半 導 体,新 素材,バ イ オテ ク ノ ロ

ジー関連 製 品 な どハ イテ ク製 品 の開発,生 産 を 目的 と した工 業 団地 。

8)三 島一 夫 「東 ア ジア にお ける産業 高 度化 の課 題 一 エ レ ク トロニ クス産業 を中心
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に一 」 『JapanResearchReview』1998.12,21-・22ペ ー ジ。

9)「 分工 合作 体 制」 と呼 ばれ て い る。(前 掲 『JapanResearchReview』,19ペ ー ジ)

10)青 山修二 『ハ イ テ ク ・ネ ッ トワー ク分 業』1999。9,63ペ ー ジ。

ll)同 上,12ペ ー ジ。

12)「 検 証 ア ジ ア半 導 体 の 実 力 飛 躍 す る台 湾 動 き出 した 中 国」 『ジ ェ トロ セ ン

ター』1999.8,16～17ペ ー ジ。

13)『 週 刊 東洋 経 済』1998.11.28,143ペ ー ジ。

14)世 界 半導 体 市場 統計(WSTS)に よる と,99年 の半導 体市 場 は12.6%成 長 す る

と予測 して い る。

15)16メ ガDRAM価 格 は,95年 の41,3ド ル か ら98年 の2.3ド ルへ とわず か3年 足 ら

ず で20分 の1以 下 に下落 。64メ ガDRAM価 格 も97年 初 めの1個70ド ル程 度 か ら98

年6月 に は9ド ル以 下 の水 準 まで下 落 。

16)「 国際 分業 化 が進 む なかで 明暗 分 かれ る韓 国 ・台湾 の半導 体 企業 」 『調査 月報(東

京 三菱 銀 行)』1998(33),7ペ ー ジ。

17)同 上,8ペ ー ジ。

18)『 週刊 東洋 経 済』1998.5.2-9,60ペ ー ジ。

19)1工 場 あ た りの 平均 投 資 額 は,5,6年 前 は約500億 円 くらいで あ ったが,現 在

は約1,500億 円 に膨 れ上 が って お り,さ らに次世 代256メ ガDRAMに つ い て は最 低

で も1,500億 円,研 究 開発 費 を含 め た投 資 額 は2,900億 円必 要 とい われ てい る。

20)日 鉄 セ ミコ ンダ クター はそ の後98年9月,UMCに 買収 され た。

21>前 掲 『ジ ェ トロセ ンサ ー』15ペ ー ジ。

22)「 台 湾半 導 体 業界 ・…一一一相 次 ぐDRAM-OEMメ ー カ ーの ロジ ック受託 生 産 へ の取

り組 み」 『調 査 月報(東 京 三菱 銀行)』1999(34),73・ 一一74ペ ー ジ。

23)「 台頭 す る台 湾 の情報 産 業(上)」 『日本 経 済新 聞』1999年6月24日 付 朝刊 。

24)前 掲 『ジ ェ ッ トロセ ンサ ー』15ペ ー ジ。

25)具 体 的 には,TSMCは97年,世 界 第2位 の組 立業 者 で あ る 日月光半 導体(AS

E)と 事 業提 携 。これ を中心 と して ネ ッ トワ ー ク対応ICの 設計 や ネ ッ トワー ク カー

ドの生 産 を行 う智 邦 な ど との提携 が行 わ れ た。(青 山,前 掲 書,70ペ ー ジ)

26)1999年9月 の台湾 大 地震 に よ り半 導体 産 業 もか な りの ダメ ー ジを被 り,急 ピッチ

で の復 旧が進 んで い る ものの台 湾 の半 導体 生 産 は もと よ り世界 の半 導体供 給 へ の影

響 が 懸念 され る。

27)TSMCは 既 に97年 末 に シス テ ムLSI製 造 に必 要 な機 能 ブ ロ ッ クで あ るIP
L(l

ntellectualProperty)事 業部 を設置 。


